2011年4月28日　
　内閣総理大臣　菅　直人　殿

東日本大震災労働者対策本部　　
（純中立懇、ＭＩＣ、全労連）

代　表　　大　黒　作　治　　
2011年度第1次補正予算への意見
　今月22日に政府が閣議決定された標記について、労働組合の立場から下記の通り意見を申し述べますので、第2次補正を含め、早急な対応を頂きますよう要請します。

記
１　第1次補正予算の規模は東日本大震災被害の甚大さに比して不十分です。
　(1)　閣議決定された2011年度第1次補正予算の総額は約4兆円である。しかし、3月23日に政府が試算したところでは、大震災による直接的な被害額だけでも16～25兆円である。これには東京電力福島原発事故による被害も、計画停電も含めた日本経済や雇用への大震災の2次的影響も含まれていない。第1次補正予算の規模は極めて小さく、被災者への緊急支援策に限定したものと考えても不十分である。
　(2)　したがって、被災地の復旧・復興に本格的に着手し、東京電力福島第1発電所の放射能漏れ事故の被害者策や、大震災で露呈した国民生活を支える公務公共サービスの不十分さと最低生活保障制度の不十分さを是正する規模での補正予算の早期編成を求める。
２　補正予算の財源捻出のための予算組み替えが社会保障関係費に集中していることは、震災前の国民生活の状況からして問題です。
　(1)　第1次補正予算の大半（約3兆7000億円）は、既定予算の減額、組み替えで財源確保されている。
　具体的には、｢基礎年金国庫負担の年金特別会計への繰り入れの減額（約2兆5000億円）｣、「経済危機対応・地域活性化予備費の減額（8100億円）」、「子ども手当の減額（約2000億円）」などである。
　これらの項目は、2009年総選挙での民主党の公約（マニフェスト）の中心的な施策であり、子供の貧困や年金制度への国民の不安の増幅など、経済危機でも表面化した社会保障制度の綻びを修正する目的をもったものであった。そのような施策の必要性は、大震災後の国民生活の困難さ増大によってさらにより強まっている。基礎年金国庫負担の増額は、「2004年改正」で法定化されており、違法な減額である。社会保障関連予算を真っ先に減額の対象とすることは許されず、第2次補正で修復すべきである。
　(2)　一方、在日米軍再編経費（1027億円）、グアムでのインフラ整備支援出資金（370億円）、在日米軍駐留経費（1858億円）など、外国の軍隊のための歳出をなぜ削減しないのか。公共事業関係費（約5兆5000億円）の支出内容を抜本的に見直し、被災地復旧、復興に集中させる予算修正がなぜできないのか。削減、見直し論議が出ていた政党助成金（約320億円）を復興財源に回すことができないのか。削減対象にならなかった歳出項目で疑問を抱くものもある。
　また、総額で2兆円規模の法人税減税等は、財界首脳からも減税見直し容認発言が出ているように、大震災後の状況下では実施すべき施策ではなくなっている。にもかかわらず、第1次補正では見送られ、歳入面での震災対策重視への見直しは行われていない。

　(3)　以上のことから、今回の第1次補正での既定経費減額や税収内容などを確定させず、国民生活重視と応能負担原則の徹底、不要不急の予算（軍事費など）見直しを基準に、法人税減税中止など歳入面も含めた2011年度当初予算全体の見直しを求める。
３　すべての財産を失って避難生活を強いられている津波被災者、原発被害者への国の直接支援は不十分です。
　(1)　東日本大震災では、大規模な津波によってすべての財産を奪われた被災者と、突然の原発事故によって無一文で避難生活を強制される被害者が多数発生している。加えて、被災地域が広範なこともあり、被災者支援活動の長期化が避けがたくなっている。

　(2)　このような現状、過去の震災被害との相違点などからして、決定された補正予算での歳出内容（「遺族への弔慰金・被災者への障害見舞金の支給（485億円）」、「災害援護資金の貸付（350億円）」、「生活福祉資金の貸付（257億円）」、「農林漁業者の事業再建及び経営安定のための融資（400億円）」、「重点分野雇用創造事業の拡充（500億円）」など）は、被災者の生活支援や雇用・仕事の保障が極めて不十分である。
　(3)　政府も震災被災地域で大量に雇用が失われることを推計している。また、福島原発事故によっても多くの雇用の場が消えている。

　地域経済を早期に立てなおすとともに、地域社会の崩壊を食い止めるためには、被災地域での早期の雇用創出が不可欠であり、それは国際機関であるＩＬＯも指摘するところである（例えば、2005年1月19日「プレスリリースＩＬＯ/05/03」）。
　その点で、第1次補正予算での雇用創出、最大の雇用の場である被災地域の中小零細企業の再建支援、被災地の経済の要の位置にある農水産業の復旧・復興支援の規模はあまりに小さく、抜本的な充実が求められる。

　(4)　今回の大震災とそれに起因する被害の特質もふまえた被災者、被害者の生活支援第1、地域経済の復旧を最重視した復興計画の策定と予算補正を早期に行うよう求める。

４　復興目的の国債を発行し、負担能力のある大企業にそれを引き受けさせて復興財源を確保し、大規模な対策を講ずるべきです。「復興税」などの庶民増税には反対します。
　(1)　第1次補正予算編成にあたって政府は、財政規律を優先する姿勢を示すため、国債発行を見送ったと言われる。しかし一方で、政府の「復興構想会議」などからは、消費税率引き上げを念頭に置いた「復興税」と国債発行をセットでおこない、震災復興を庶民増税の口実にする論議が行われている。
　財政事情を優先して復興事業等の規模を決めるやり方では、震災被災者、原発事故被害者の生活は早期に再建されず、「震災関連死」などの悲惨な事態が急増する危険性がある。
　(2)　大震災からの復旧、復興は、災害によって廃棄されたインフラや生活基盤の再生がその中心であり、必要な社会資本整備のための先行投資に外ならず、国債（復興債）によって財源を確保することはある意味当然である。
　また、2008年から2009年にかけての世界的な経済危機の際、日本では多額の国債を発行して経済対策を行い、大企業の経済活動を支えた。そのことと比較しても、未曾有の災害が発生し、1日も早い被災者の生活再建が必要な今こそ、国債も財源とする大規模な施策を国が早期に集中的に実施すべきである。
　(3)　国債については、2010年度時点で244兆円もの多額な内部留保を蓄積している大企業（資本金10億円以上）に無利子での引き受けを求めることが妥当である。
　庶民増税による復興財源確保は、すべてを失った被災者、被害者の生活再建を妨げ、冷え込んでいる内需をさらに冷え込ませて復旧・復興の足かせとなる。庶民増税ありきの財源論議ではなく、負担能力のある大企業に社会的責任の履行をせまるよう重ねて求める。

以　上
